
データヘルス計画書（健保組合共通様式） 

【参考事例】 

計画策定日：平成  年  月  日 

最終更新日：平成  年  月  日 

＊データヘルス計画書（健保組合共通様式）【参考事例】は、健康保険組合の皆様にデータヘルス計画の策定における手順を具体的にイメージしてもらい、計画策定

を円滑に進めていただくためのものです。これらの計画書を参考にする際には、以下の点についてご留意ください。 
 

（１）事例は、それぞれの健康保険組合の形態や規模、加入者の属性のみでなく、これまで実施してきた取組等を踏まえて作成されていることから、特定の事例の記載内容を一律に模倣 

  するのではなく、各健康保険組合の実情に応じた独自のデータヘルス計画を策定すること 

（２）計画の策定に係る基本的な考え方についての理解を深めるために、｢データヘルス計画の作成の手引き｣等についても併せて参考にすること 

（３）事例はすべての健康保険組合に先行して作成しているため、項目の記載時点は、入力用ツールに記載されている時点とは異なる場合があるが、計画書に記載すべき各記載項目の 

  時点については、「データヘルス計画書（健保組合共通様式）に関する記載要領」等に則って入力すること 

（４）成果（アウトカム）目標および事業量（アウトプット）目標ならびに事業目的の設定については、事例を参考としながら可能なかぎり自組合で評価可能な客観的な指標を用いること 



27103 - 内田洋行健康保険組合

組合コード

組合名称

形態 非常勤

被保険者数 （平成27年度予算 注）

　* 特例退職被保険者を除く。

特例退職被保険者数

加入者数（平成27年度予算 注） 7,082名

適用事業所数

対象となる拠点数

保険料率（平成27年度 注）*調整を含む。

全体 被保険者 被扶養者

特定健康診査実施率（平成25年度） 88.5% 95.4% 74.3%

特定保健指導実施率（平成25年度） 17.5% 19.3% 0.0%

1

2,300

5,740

140,600

1

2,060

150,702

2,246,271

6.71

　（注）記載要領参照

0顧問医

0

0

保健師等 0

保健師等 0

常勤

健康保険組合と事業主側の医療専門職

（平成27年3月末見込み）

保

健

事

業

費

予算額（千円）

(平成27年度 注)

被保険者一人当たり金額

（円）

44,600

0

健保組合

610

0

12産業医

事業主

1

30ヵ所

107.3‰

30ヵ所

特定保健指導事業費

保健指導宣伝費

疾病予防費

体育奨励費

直営保養所費

特定健康診査事業費

その他

681

1,699

41,610

0

27103

3,379名

男性79.0%（平均年齢44.6歳）*

女性21.0%（平均年齢39.0歳）*

0名

内田洋行健康保険組合

単一

a/b×100 （%）

小計　…a

0

経常支出合計（千円）　…b　

STEP１-１ 基本情報 「全健保組合共通様式」 
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01234567

0～4 
5～9 

10～14 
15～19 
20～24 
25～29 
30～34 
35～39 
40～44 
45～49 
50～54 
55～59 
60～64 
65～69 
70～74 

(百人) 

男性（被保険者） 男性（被扶養者） 女性（被保険者） 女性（被扶養者） 

・当組合は、被保険者全体のうち約８割が男性であり、女性の割合が低い傾向にある。又、平均年齢は４０歳を超えやや高い 

・当健保の保険料率は前期高齢者納付金の急増対策とし、２３年度１０‰、２４年度１６‰アップし、２６年度は１０７．２６（調整保険料含む）と高い。別途積立金は２３年度にゼロに

なったが、２４年度以降はV字回復中 

・２５年度の健診受診率は全体（法定＋特定）で９２％（被保険者９８％、被扶養者７５％）と高い。受診費用は原則健保負担の運用を現在も継続中。従って、保健事業比率ａ/ｂ

×100（％）は６．７％と高い 
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27103 - 内田洋行健康保険組合

STEP１-１ 基本情報 「全健保組合共通様式」 
・２５年度の健診受診率は全体（法定＋特定）で９２％（被保険者９８％、被扶養者７５％）と高い。受診費用は原則健保負担の運用を現在も継続中。従って、保健事業比率ａ/ｂ

×100（％）は６．７％と高い 

・専門職は健保に保健師が１名所属 

・データヘルス計画は２５年度に計画作成を行い、Ｔｅａｍ１０１作戦に基づき『試運転』を実施済 
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27103 - 内田洋行健康保険組合

8,1 9,1 10,5 15,3 18,0 19,0 20,0 21,0 23 35

資格
対象

事業所
性別 対象者

特

定

健

康

診

査

事

業

1 特定健診

健康診断全体

（特定健診＋一般定期健康診断）

【目的】生活習慣関連疾患の予防と改善に向

けて受診率の向上を図る

【概要】健康診断業務の大改革の実施（加入

者が満足する効果的・効率的な健康診断の実

施）

①前提：定期健康診断は事業主と業務委託

契約を実施

②内田洋行ドック費用は原則全額健保負担

③検査項目の見直し＆最適化

④外部委託に切替（㈱LSIメディエンス）

⑤外部委託によりコスト削減を実現し、データヘ

ルス計画で行う新たな保健事業に再投資する

被保険者

被扶養者
全て 男女 18 ～ 74 全員 138,200 5

特

定

保

健

指

導

事

業

3
特定保健指導の

強化

【目的】実施者数の増加

【概要】当健保の保健師に加え、外部専門事

業者への委託（ヘルスケア・コミツティ-㈱／㈱全

国訪問健康指導協会）にて実施

被保険者

被扶養者
全て 男女 40 ～ 74 2,300 1

【受診率向上の成功要因】

①コラボヘルス推進の一貫として、

外部委託先からの月次報告（未

申込者、未受診者情報）を事業

所担当者と共有し、タイムリーで積

極的な受診勧奨（督促）の協働

が実現したこと。

②被扶養者の受診率７５％（前

年比＋７％）の実現は、被保険

者経由の督促方法を工夫した（被

扶養者本人宛のレター）ことが奏

功した。

注2)

評価年齢

対象者
事業費

(千円)

-

　

予算

科目

注1)

事業

分類

事業名 事業の目的および概要

振り返り

２５年度の結果

全体：対象者数636名、実施数

57名、実施率9.0％、

（実施率内訳：積極的支援

14.0％、動機付け支援0.0％）

２５年度後半に保健師の業務棚

卸を行い、100％保健指導に専念

できる環境に改善した。

今後は、特定に限らず保健指導全

体の質＆量の向上に挑戦する。

【特定健診】

①２５年度の結果

・対象者数全体：3,397名（被

保険者2,288名、被扶養者

1,109名）

・受診者数全体：3,009名（被

保険者2,185名、被扶養者

824名）

・受診率　 全体：88.5％　 （被

保険者95.4％、　被扶養者

74.3％　）

②前年（２４年度）実積

・受診率   全体：87.0％ 　（被

保険者95.4％、　被扶養者

69.8％）

③受診率の改善率（前年比）

全体：＋1.5％（被保険者

0％、被扶養者＋4.5％）

【健康診断全体（法定健診＋特

定検診）】

２５年度受診率の改善状況

・全体：92％（前年比＋3％）

・被保険者：98％（前年比＋

1％）、被扶養者75％（前年比

＋7％）

【事業所別受診率】

・受診率１００％の事業所数が

１５事業所となり、前年比で倍増

・未受診者の改善率も倍増し、１

００名減少（１７７名からから

７７名に）

実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因

課題は特定保健指導の実施率が

低いことです。２９年度目標の

60％を目指し、段階的に実施人

数の増加を図る。

阻害要因は①対象者が全国に点

在②厳しい財政状況と外部委託コ

ストの壁

STEP１-２ 保健事業の実施状況 「全健保組合共通様式」 
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27103 - 内田洋行健康保険組合

STEP１-２ 保健事業の実施状況 「全健保組合共通様式」 

5

24時間電話相談

の委託業者の見

直し

【目的】コスト＆サービス内容の見直し

【概要】従来のサービス内容の見直しを行い、コ

スト・品質を重視した新しいサービスの提供

被保険者

被扶養者
全て 男女 0 ～ 74 全員 1,200 4

4
ホームページのリ

ニューアル

【目的】ホームページの刷新

【概要】クローズ型からオープン型への変更を行

い、加入者と事業所にとって魅力的な健康増進

情報の発信やコンテンツなどの充実を行う（委

託先の見直し含む）。

被保険者

被扶養者
全て 男女 18 ～ 74 全員 500 4

7
医療費適正化対

策

【目的】医療費の適正化

【概要】３つの個別事業の実施（継続）

①医療費通知

②ジェネリック医薬品差額通知

③柔道整復師・療養費の適正化

被保険者

被扶養者
全て 男女 18 ～ 74 全員 1,440 3

7
データヘルス計画の

推進

【目的】データヘルス計画の作成・実施による保

健指導の質＆量の向上

【概要】

・レセプト・健診データの突合分析・解析（外部

専門事業者に委託：㈱ミナケア）を行い、デー

タヘルス計画を作成し、試運転を実施（継

続）

・モデル組合として、ICTを活用した先進的な保

健事業（UCHIDA元気LABO）を実証中

（新規）

被保険者

被扶養者
全て 男女 18 ～ 74 全員 2,000 5

保

健

指

導

宣

伝

①医療費通知：年２回（9月、

３月）実施

②Ｇ医薬品差額通知：２５年

度は１月に第３回目通知を実施

③柔整・療養費の適正化：２５

年度２月から毎月継続実施

項目②：対象レセプトを季節性の

疾患（花粉症）にし、医療機関の

利用が増加傾向にある２月、３月

にしたことにより、普及率（９．

２％）は前年同期比６．１％伸

長した。

項目③：点検前の請求件数及び

金額が減少し、点検や牽制効果が

現れている。又、２５年度の返戻

金額は５４０千円を実現した。

項目③：課題は、受診者の一部

が長期施術の傾向があり、他組合

と比較しても被保険者本人が長期

施術になる比率が高い。

・第１回目の分析・解析は２５年

の３月～５月に実施（㈱ミナケア

委託）

　①分析対象者数は7,734名

（健診受信者4,138名、レセプト

発生者7,221名）

　②対象データは健診は２４年４

月～２５年３月、レセプトは２４

年１月～２４年１２月までの１

年間分（分析・解析結果はＳＴ

ＥＰ１、２をご参照）

・先駆けて、データヘルス計画の概

要作成：２５年７～９月

・先駆けて、データヘルス計画の試

験運転を実施：２５年１０月～

３月

・２６年２月と６月の『組合会』と

『事業所の社長向け健康経営プレ

ゼン』でデータヘルス計画の作成・

試験運転の状況を報告

・第２回目の分析・解析は２６年

３月～５月に実施

・成功要因：２５年２月に実施し

た組合会で『生活習慣病の発症・

重症化予防に関する現状分析（レ

セプト・健診データの突合分析）の

予算化についての承認』を得て、先

駆けて主体的に取り組むことが出来

たこと。

・推進要因：保健事業の抜本的

見直しと改革を推進する当健保職

員の同志達が、主体的にＴｅａｍ

１０１作戦を企画・実施し、職員

全員が一丸となって取り組んだこと。

-

２６年６月より、健保ホームペー

ジを刷新（㈱法研に委託）。今

後は、データヘルス計画、コラボヘル

ス、健康経営の推進などの情報も

アップしていく計画。

加入者と事業所に開かれたホーム

ページ（オープン型）に刷新できた

ことにより、加入者より見易くなったと

評価を頂いている。

課題：個々のニーズに合った健康

情報の提供がないため、行動変容

に結び付かない。

・２６年度より、外部委託先を㈱

法研に変更。

・２５年度の利用内容の構成比

　①３５％：気になる身体の症

状

　②２４％：治療

　③１８％：ストレス・メンタルヘル

ス

・委託コストが高い

競合他社全３社の提案内容の比

較検討から相違点を明確にしたこと

で、内容や加入者の利便性は維持

し、コスト削減に成功した。

・課題：利用件数の減少

　２３年度５４３件、２４年度

４２０件、２５年度４０２件
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STEP１-２ 保健事業の実施状況 「全健保組合共通様式」 

4 機関誌発行

【目的】加入者への各種情報提供

【概要】健保情報、健康情報周知のため、公示

も兼ねて機関誌を発行

被保険者

被扶養者
全て 男女 17 ～ 74 全員 600 4

1
巡回レディースの実

施

【目的】被扶養者の更なる受診率の向上

【概要】外部委託（㈱ＬＳＩメディエンス）によ

る実施（新規）
被扶養者 全て 女性 18 ～ 74 全員 500 4

7
事業所常備薬の

配布

【目的】事業所内での急患者に対する対応

【概要】事業所に常備薬を配布する（継続）
被保険者 全て 男女 18 ～ 74 全員 900 4

4 禁煙促進

【目的】喫煙者の減少

【概要】データヘルス計画の先進的保健事業の

実証事業（UCHIDA元気LABO）の中のポ

ピュレーションアプローチの位置づけで実施する

（新規）

被保険者

被扶養者
全て 男女 18 ～ 74

基準

該当

者

1,000 4

被扶養配偶者への情報提供機会

を増やすため、平成25年度春号は

健康診断の案内状に同封した。

課題：秋号の配布方法

保

健

指

導

宣

伝

２６年度12月からの実施計画

①アウトプット対象者：喫煙者

1,103名

②モデル事業で行うUCHIDA元気

LABOを活用してポピュレーションア

プローチを実施する。

③アウトカム目標約１％（10

名）の喫煙者の削減（実施時期

が26年12月から27年3月までと短

いので）。27年度は継続して実施

し、年間で5％の改善を目標とす

る。

UCHID元気LABOを使って効果的

に対象者を抽出し、集団に対する

一斉案内メールの送付ができた。

今後は、健保独自の禁煙キャン

ペーンを企画・実施して、対象者の

禁煙意識を高めていく。

－

疾

病

予

防

事業所担当者から評価を頂き、継

続実施している。
-

・年２回（秋号、春号）実施

・直近の２６年度春号の内容・コ

ンテンツの工夫

①表紙に内容のインデックスを表示

②データヘルス計画への挑戦と実

践内容を紹介

③コラボヘルス推進の一貫として、

事業所の社長向け健康経営プレ

ゼンの実施状況を紹介

④その反応として、グループ社員向

けの社長プログ（健康について）

の紹介

⑤健康診断の事業所別受診率の

結果報告

⑥禁煙の促進（漫画入り）

⑦健保ホームページ、健康相談２

４のリニューアルについて

２６年度被扶養対象者は１，

２７３名です。前年比＋２％の

77％の高い受診率（受診者９

８０名）を目指して実施中です。

巡回レディースでの増加目標は、

前述の前年比＋２％の中の１％

（１３名）です。

受診期間中に、健診未申込被扶

養者宛の受診勧奨案内を送付し、

未申込理由のアンケート調査表を

同封して受診を促した。

26年度は12月24日に配布を実

施。薬の内容は事業所の要望に

対応し、下痢止め薬、かゆみ止め

を追加した

課題：PRの強化と、健診未申込

理由の分析と対応。
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27103 - 内田洋行健康保険組合

STEP１-２ 保健事業の実施状況 「全健保組合共通様式」 

体

育

奨

励

直

営

保

養

所

そ

の
他

(

予

算

措

置

な

し

)
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27103 - 内田洋行健康保険組合

STEP１-２ 保健事業の実施状況 「全健保組合共通様式」 

目的：健康に関する自己管理の意識の向上お

よび管理職の部下に対する安全配慮義務、気

付きからケアまでの知識習得

被保険者 男女 18 ～ 59 無

目的：社員の健康診断の実施

概要：内田洋行健康保険組合と業務委託契

約を行い実施

被保険者 男女 18 ～ 74 有

目的：雇入時都度の健康診断 被保険者 男女 18 ～ 74 無

目的：海外赴任時、帰任時の健康診断 被保険者 男女 18 ～ 74 無

目的位：傷病休職者に対する復帰支援 被保険者 男女 18 ～ 74 無

目的：過重労働社員への適切な指導 被保険者 男女 18 ～ 74 無

共同

実施資格 性別 年齢

対象者

課題及び阻害要因

振り返り

成功・推進要因実施状況・時期

-
健康教育（新入社員、新任課長

向け）
年２回実施（４月、８月）

事業主の取組

事業名 事業の目的および概要

-

健康診断（海外赴任時、帰任時

健診）

海外赴任発令、帰任発令の都度実施。以

降は、対象者が発生する都度実施
- -

保健指導（復帰支援）

・対象者：傷病休職を取得している社員

・２６年８月に休職開始から復帰に至るま

での基本プロセスとなる職場復帰プログラム

を策定、実在者にはプログラムをカスタマイズ

して適用

-
課題：外部機関を利用したリワークプログラ

ムの受講を希望しないケースが多い

健康診断（定期健康診断）

２５年度は７月～１２月の期間で実施

期間中から未受診者に対する督促を行い、

受診率１００％を徹底

成功要因：年齢に応じ、法定検診項目

を超える健診項目を本人負担なしで実施
-

健康診断（雇入時の健診）
４月実施。以降は、対象者が発生する都

度（雇入時）実施
- -

保健指導（過重労働面談）

・対象者：独自基準により過重労働の傾

向が認められる社員

・時間外労働、休日取得数、深夜労働日

数により抽出した過重労働社員に対して産

業医がアドバイスし、措置の要否を判断

-
課題：受診を希望しないケースが増加して

いる
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27103 - 内田洋行健康保険組合

STEP１-２ 保健事業の実施状況 「全健保組合共通様式」 

目的：私傷病者に対する短時間／シフト勤務

制度の適用
被保険者 男女 18 ～ 74 無

目的は私傷病により休暇が必要な社員に対す

る保存有給休暇制度の適用
被保険者 男女 18 ～ 74 無

目的：メンタルヘルスに関する知識を習得し、自

身の予防意識と管理職のラインケアに関する意

識の醸成

被保険者 男女 18 ～ 74 無

　注１）　１．健康診査 　　２．健康診査後の通知　　３．保健指導　　４．健康教育　　５．健康相談　　６．訪問指導　　７．その他

　注２）　１：３９％以下　　２：４０％以上　　３：６０％以上　　４：８０％以上　　５：１００％以上

就労措置（保存有給休暇）

年次有給休暇の消滅を２年間延長し、入

院／療養等のために５日間以上の休暇を

要する場合に有給での休暇を認める制度

- -

健康教育（メンタルヘルス研修）
全社員対象に、２６年１０月２１日より

実施（e-Learning）
- -

就労措置（私傷病者）

私傷病を抱える社員向けに、短時間勤務

（１日最大４時間短縮）およびシフト勤

務（最大２時間前後可）制度を整備して

実施

- -

・当健保は、過去２年間（２４年～２５年）に保健事業の大改革を実施し、①健診業務のアウトソーシング（委託先：㈱ＬSIメディエンス）、②医療費適正化対策とジェネリック医薬品差額通知、

柔道整復師・療養費の適正化、③２４時間電話相談の委託事業者切り替え、④ホームページの刷新（情報提供機能の充実）、⑤先駆けて、データヘルス計画に挑戦（２５年度試運転）など各種

施策を積極的に実施した。 

・健診業務のアウトソーシングの実現により健康診断受診率（法定健診＋特定健診）の向上（被保険者９８％、被扶養者７５％）を実現した。今年度より、更なる被扶養者の受診率向上を目指

して、巡回レディースコースを追加した。 

・保健指導の質＆量の向上を目的に、保健師（健保所属）の業務の棚卸を実施し、保健師が保健指導に１００％専念できるように職場環境の改善を図った。 

・特定保健指導の２５年度実施率は９．０％（５７名）と低いので、段階的に実施人数を増やし（財政の安定を前提として）、２９年度は６０％（約４００名）を目指す。 

・２５年度のスタート時点で、データ解析（健診＆レセプト）と医師によるコンサルティングの外部委託を実施（委託先：㈱ミナケア）し、データヘルス計画の試運転を行った。試運転では、高緊急度リス

ク者（１０１名）に対するTeam１０１作戦を実施し、保健指導の充実（質＆量）を図った。 

・２６年度は、データ分析・解析は２年目になるので経年変化も含めてより精度を向上させ、データヘルスのＰＤＣＡを回す。又、モデル組合として、ＩＣＴを活用した先進的な保健事業（ＵＣＨＩＤ

Ａ元気ＬＡＢＯ）の実証に取組む。 

・人事、総務部門において、健康管理業務を推進するとともに、健保担当者と健康管理担当者が連携してコラボヘルスを推進し、健康診断の案内や未受診者に対する受診勧奨（督促）をはじめとし

た、各種施策を実施している。 

・当健保が主体となり、ウチダ・グループの健康経営・宣言の実現に向けて、事業所の社長向けの健康経営プレゼンを積極的に実施する（目的：健康経営を推進する文化の醸成／対象：加入者数の

上位１０事業所の社長と関係者／実施時期：２７年７月までに終了。既に、上位３事業所に実施済） 
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27103 - 内田洋行健康保険組合

STEP１-3 基本分析で現状を把握する ①レセプト（コスト）分析の概要 
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27103 - 内田洋行健康保険組合

STEP１-4 基本分析で現状を把握する ①レセプト（コスト）分析の概要 
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27103 - 内田洋行健康保険組合

STEP１-5 基本分析で現状を把握する ②健診（リスク）分析の概要 
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27103 - 内田洋行健康保険組合

STEP１-6 基本分析で現状を把握する ②健診（リスク）分析の概要 
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27103 - 内田洋行健康保険組合

STEP１-7～１０ 

レセプト発生者 【7,090名】 

解析対象者数 【7,600名】 

リスク 

保健指導 

リスク 

受診勧奨 

リスク 

＜既受診＞ 

＜未受診＞ 

対象疾病 
人工 

透析 

糖尿

病 

高血

圧 

脂質 

異常 

透析 血糖 血圧 脂質 

1,341 487 705 

130 452 123 

3 39 6 3 

2 22 16 18 

生活習慣の改善 

（血糖、血圧、脂質、アルコール、喫煙、歯周病） 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

対象人数 

非肥満 

1,153 

1,528 779 871 

5 61 22 21 
高緊急度 

リスク 

⑦ 

111 

歯科 
（歯周病） 

⑧ 

1,103 

喫煙 

特定

保健

指導の

対象

外とな

る方 

糖尿病と関

連の重症化 

91名 
 

心臓に基礎

疾患あり重

症化20名 

＜男性＞ 

20-24歳 

60-64歳 
 

＜事業所＞ 

T社、M社、

UT社、A社 

アルコール

摂取量の

指導も含め

た生活習

慣の指導 

471 

肝機能 

ハイリスク・アプローチ ポピュレーション・アプローチ 

884 

健診受診者 【4,163名】 Ｔｅａｍ１０９作

戦   
 

平成26年度  

『高緊急度』の基準値は、ミナケアが医師の監修の下、当組合向けに作成した基準のこと 

STEP１-７ 【リスクの階層化】 ハイリスクアプローチ＆ポピュレーションアプローチ 
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27103 - 内田洋行健康保険組合

STEP１-7～１０ 

STEP１-７ 【リスクの階層化】 ハイリスクアプローチ＆ポピュレーションアプローチ STEP１-８ 【事業所別】  生活習慣病関連リスクの状況 
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27103 - 内田洋行健康保険組合

STEP１-7～１０ 

STEP１-７ 【リスクの階層化】 ハイリスクアプローチ＆ポピュレーションアプローチ STEP１-９ 【ICTを活用した先進的な保健事業の実証事業】 UCHIDA元気LABO 

STEP１-１０ 【事業主の社長向けの『健康経営プレゼン』の継続的な実施】
16/22



27103 - 内田洋行健康保険組合

STEP１-7～１０ 

STEP１-７ 【リスクの階層化】 ハイリスクアプローチ＆ポピュレーションアプローチ STEP１-１０ 【事業主の社長向けの『健康経営プレゼン』の継続的な実施】 

【目的】：健康経営を推進する文化の醸成 
 

内田洋行グループ会社の人数総計の上位１０事業主の社長向けに実施する 

済 

済 

済 

・事業主の社長に対し『健康経営』のプレゼンを定期的に実施していく事で、健康保険組合の課題を共有 

 すると共に、加入者の健康維持・増進、発症・重症化予防などの保健事業の実施にも協力してもらえる 

 環境と文化を構築する 

・上記の『健康経営』のプレゼン計画は今後も健保主導で継続実施する（継続は力なり） 

済 
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27103 - 内田洋行健康保険組合

基本分析による現状把握から見える主な健康課題 対策の方向性 

STEP２ 健康課題の抽出 「全健保組合共通様式」 
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27103 - 内田洋行健康保険組合

基本分析による現状把握から見える主な健康課題 対策の方向性 

STEP２ 健康課題の抽出 「全健保組合共通様式」 

特徴 対策検討時に留意すべき点 

基
本
情
報 

保
健
事
業
の
実
施
状
況 

①被保険者の8割が男性。平均年齢は40歳を超えている 

②平成25年度の健診受診率は92%（被保険者98%、被扶養

者75%）と比較的高い 

①保健事業予算の比率は全体の6.7%と比較的高い 

②平成25年度より保健事業計画の見直しを行っており、

Team101作戦を実施中である 

①40歳以降の男性の人数が多いため、重点的な取り組みを実施する 

②健診データは既に十分集まっているため、リスクに応じた保健介入の実施に重点的

に取り組む 

①現状の水準を維持し、リスク者への保健介入に取り組んでいく 

②Team101作戦の効果検証を実施し、事業の改善を行いながら平成27年度以

降のデータヘルス計画のPDCAサイクルを回していく 
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27103 - 内田洋行健康保険組合

資格
対象

事業所
性別 対象者 平成27年度 平成28年度 平成29年度 アウトプット アウトカム

9,0 9,0 9,0 9,0 9,0 9,0 9,1 10,0 7 11 15

そ

の

他

7
新

規

事業主の社長向け健康

経営プレゼンの継続実施

【目的】健康経営を推進する文化の醸成

【概要】ウチダグループ上位１０社（加入者

数）の社長向けに健康経営プレゼンを実施

する

被保険者
一部の

事業所
男女 18 ～ 74 全員 1

・平成２６年度１2月までに４社

（内田洋行、内田洋行ITS、ウチ

ダエスコ、ウチダ人材開発センタ）

実施済

・平成２７年７月２０日までに

残り６社に実施予定（STEP１

－１０をご参照）

・健康経営の推進プロジェクトの発

足（推進組織の設置、宣言に向

けての諸準備の実施）

２７年度の実施結果を評

価し、２８年度計画を立て

る

２８年度の実施結果を評

価し、２９年度計画を立て

る

【健康経営プレゼンの対象者】

代表取締役社長、労組委員

長、管理本部長、人事部長、

人事課長、人事担当者

【実施対象事業所と実施時

期】

ＳＴＥＰ１－１０をご参照

ウチダグループ会社（１０

社）の社長が健康経営は重

要な経営課題であると認識

し、今後３年以内（平成２

９年度まで）にウチダグルー

プの健康経営の宣言ができ

ること

13,0 13,0 13,0 13,1 14,0 14,0 14,0 14,0

疾

病

予

防

4
新

規

健康づくりを目的とした事

業主との協同推進事業

【目的】加入者の健康に対する意識改革と行

動変容を促すこと

【概要】生活習慣病の発症・重症化予防とメ

ンタルヘルスの改善に寄与する事業を現在検

討中。具体的な事業は下記の検討中事業

内容をご参照

被保険者

被扶養者
全て 男女 18 ～ 74

基準対

象者
3 事業内容については現在検討中 - - - -

17,2 19,1 20,6 26,5 31,0 31,0 31,0 31,0

1
既

存
特定健診

健康診断全体

（特定健診＋一般定期健康診断）

【目的】生活習慣関連疾患の予防と改善に

向けて受診率の向上を図る

【概要】年１回実施

被保険者

被扶養者
全て 男女 18 ～ 74 全員 1

事業所担当者との協働で行う未

受診者への受診勧奨の継続

被扶養者への督促の工夫の継続

（被保険者経由の本人宛のレ

ター）

継続 継続

未受診者のうち、休業や入

院、産休などの理由を除いて

全員受診とする。

被保険者健診受診率９

９％

1
既

存
巡回レディースの実施

【目的】被扶養者の受診率の向上

【概要】被扶養者を対象に外部委託で実施
被扶養者 全て 女性 18 ～ 74 1 継続 継続 継続

平成25年度健診未受診者

320名の受診促進

被扶養者健診受診率７

７％

特

定

保

健

指

導

事

業

3
既

存
特定保健指導

【目的】実施者数の増加

【概要】特定保健指導対象者に対して積極

的支援、動機付け支援の内容を実施

被保険者

被扶養者
全て 男女 40 ～ 74

基準対

象者
1 段階的に実施者数を増加させる 継続 継続

２５年度の対象者数636名

（積極的支援408名、動機

付け支援228名）

厚労省目標の実施率６

０％を目指す。

5
既

存
２４時間電話相談

【目的】心身の健康度向上と不安の排除

【概要】フリーダイヤルで２４時間対応。外部

事業者に委託（メンタル相談含む）

被保険者

被扶養者
全て 男女 0 ～ 74 全員 1

機関誌、健保ホームページでの周

知・PR
継続 継続

ストレスチェック後のカウンセリン

グ機会の受け皿の一つとして

利用促進。

周知率９０％

4
既

存
健保ホームページ

【目的】加入者への情報提供

【概要】健保情報、健康情報をWebで提供

被保険者

被扶養者
全て 男女 18 ～ 74 1

タイムリーな情報提供（データヘル

ス計画、コラボヘルス・健康経営の

推進など）

継続 継続 閲覧率の向上
-

7
既

存
医療費通知

【目的】医療費情報を通知し適正受診を促

す

【概要】医療費通知の実施

被保険者

被扶養者
全て 男女 18 ～ 74 全員 1 年２回実施（９月、３月） 継続 継続 -

加入者の受診行動の意識

変革を促し、医療費の削減

を行う

個別の事業

加入者への意識づけ

保

健

指

導

宣

伝

特

定

健

康

診

査

事

業

職場環境の整備

年齢

目標（達成時期　：　平成29年度末）
予算

科目
事業名 事業の目的および概要

注２)

実施

主体

対象者 実施計画注１)

事業

分類

STEP３ 保健事業の実施計画 「全健保組合共通様式」 
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資格
対象

事業所
性別 対象者 平成27年度 平成28年度 平成29年度 アウトプット アウトカム年齢

目標（達成時期　：　平成29年度末）
予算

科目
事業名 事業の目的および概要

注２)

実施

主体

対象者 実施計画注１)

事業

分類

STEP３ 保健事業の実施計画 「全健保組合共通様式」 

7
既

存

ジェネリック医薬品の差額

通知

【目的】ジェネリック医薬品への切り替えによる

医療費の削減

【概要】服薬者を対象に、後発品切替による

自己負担額削減効果を差額通知として案

内

被保険者

被扶養者
全て 男女 0 ～ 74

基準対

象者
1

効果的な絞込み条件を設定し通

知する
継続 継続 -

一人あたり調剤医療費の削

減

7
既

存
柔整療養費点検

【目的】柔整療養費の適正化

【概要】専門事業者への委託による柔整レセ

プト点検

被保険者

被扶養者
全て 男女 18 ～ 74 全員 1 毎月実施 継続 継続 -

①平均通院日数3.4日

（26年度比：-0.2日）

②初検率　　　　45％

（26年度比：-3.2%）

③療養費削減650千円／

月

（26年度比：-70千円／

90.2％）

4
既

存
機関誌発行

【目的】加入者への各種情報提供

【概要】健保情報、健康情報周知のため、公

示も兼ねて機関誌を発行

被保険者

被扶養者
全て 男女 18 ～ 74 1 年２回実施（春号、秋号） 継続 継続

- -

3
既

存

ハイリスクアプローチ

（Team109作戦）

【目的】生活習慣病の重症化予防

【概要】高緊急度リスク保有者に対して保健

師が直接介入し、保健指導を行う。未受診

者には受診勧奨を行う。

被保険者 全て 男女 18 ～ 74 全員 1

【アウトカム】（２７年度目標）

（ＳＴＥＰ１－７：リスク階層

化の図をご参照）

「血糖」「血圧」の高緊急度リスク

保有者を４０％減少、未受診者

を７０％減少、人工透析リスク未

受診者を０にする。

・高緊急度リスク対象者５３名

　（内訳：透析３名、血糖３７

名、血圧１３名）

・未受診者９名

　（内訳：透析０名、血糖７

名、血圧２名）

継続 継続

２６年度の分析結果の対象

者数

（ＳＴＥＰ１－７：リスク

階層化の図をご参照）

　・高緊急度リスク対象者１

０９名

　（内訳：透析５名、血糖

６１名、血圧２２名、脂質

２１名）

・高緊急度リスク未受診者５

８名

　（内訳：透析５名、血糖

２２名、血圧１６名、脂質

１８名）

「血糖」「血圧」の高緊急度リ

スク保有者を８０％減少さ

せる

・高緊急度リスク対象者１７

名

　（内訳：透析１名、血糖

１２名、血圧４名）

・未受診者３名

　（内訳：透析０名、血糖

２名、血圧１名）

保

健

指

導

宣

伝

疾

病

予

防
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資格
対象

事業所
性別 対象者 平成27年度 平成28年度 平成29年度 アウトプット アウトカム年齢

目標（達成時期　：　平成29年度末）
予算

科目
事業名 事業の目的および概要

注２)

実施

主体

対象者 実施計画注１)

事業

分類

STEP３ 保健事業の実施計画 「全健保組合共通様式」 

3
新

規

ポピュレーションアプローチ

（ＵＣＨＩＤＡ・ミナケ

ア元気ＬＡＢＯの活

用）

【目的】加入者の健康に対する意識改革と行

動変容を促し、生活習慣病の発症・重症化

の予防を行うこと

【概要】当健保がモデル事業で行う『ＩＣＴ

を活用した先進的な保健事業の実証』（Ｓ

ＴＥＰ１-９の図をご参照）

被保険者

被扶養者
全て 男女 18 ～ 74 全員 1

【アウトカム】（２７年度目標）

（ＳＴＥＰ１－７：リスク階層

化の図をご参照）

・各リスク集団とも対象者を５％

削減

　（内訳：肝機能４４７名、非

肥満１，０９５名、歯科１０

５名、喫煙１，０９５名）

【評価の仕方】

この事業は、ＩＣＴを活用した先

進的な保健事業の実証で行う

『ＵＣＨＩＤＡ元気ＬＡＢＯ』

の新しい仕組みを活用して実施す

る。評価については、このデータヘ

ルスを支援する Ｍｏｎｔｈｌｙ

Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ Ｓｙｓ

ｔｅｍ を活用して対象集団のリ

スク者の階層化を行い、前回との

比較を行うことでデジタル評価が可

能となる。

継続 継続

２６年度の分析結果の対象

集団（受診勧奨リスクレベ

ル）

（ＳＴＥＰ１－７：リスク

階層化の図をご参照）

「肝機能」４７１名、「非肥

満」１，１５３名、「歯科」

１１１名（糖尿病９１名、

心疾患２０名、「喫煙」１，

１０３名

・各リスク集団とも１５％削

減

　（内訳：肝機能４００

名、非肥満９８０名、歯科

９４名、喫煙１，０００

名）

7
新

規

検討中の新規保健事業

候補

【概要】

１．症状別ヘルシーレシピー＆健康情報の

情報配信サービス

２．メタボ対策として筋力トレーニング、スト

レッチ、セルフマッサージ等が体験できる健康

セミナー（ボールエクササイズ編）の開催

３．脳梗塞・心筋梗塞の発症リスク検査

４．胃がんリスク検診（ABC検診）

５．海外駐在社員向けメンタルヘルスと保健

指導をネツト経由で行う

６．内臓脂肪をマーカーとした生活習慣測

定会

７．歯周病予防

８．禁煙キャンペーン

９．糖尿病の重症化予防

10．利用活性重視型のデータヘルス実行支

援サービス（KENPOS)

11．保健指導のWeb面談システム

12．生活習慣支援ツール（ディリーサポー

ト）

被保険者

被扶養者
1

27年2月の組合会で概算予算の

承認を得、6月の組合会までに対

象事業の詳細検討を行い、実施

事業の決定を行う予定です。

内容を評価し、価値ある事

業は継続

内容を評価し、価値ある事

業は継続

27年度計画に記載している

通リ、各事業のアウトプットの

設定を6月の組合会までに決

定する。

27年度計画に記載している

通リ、各事業のアウトカムの

設定を6月の組合会までに

決定する。

7
既

存
事業所常備薬の配布

【目的】事業所内での急患者に対する対応

【概要】事業所に常備薬を配布する
被保険者 全て 男女 18 ～ 74 全員 1 継続 継続 継続 -

-

4
新

規
禁煙促進

【目的】喫煙者の減少

【概要】UCHIDA元気LABOを活用したプッ

シュ型の情報提供

被保険者

被扶養者
全て 男女 18 ～ 74

基準対

象者
1 継続 継続 継続

26年度分析結果対象者：

被保険者1，103名

インセンティブを設けた禁煙

キャンペーンを展開することで

１年間５％の減少を目指

す。

最終年度２９年度には１

５％減を目指す。

　注１）　１．健康診査 　　２．健康診査後の通知　　３．保健指導　　４．健康教育　　５．健康相談　　６．訪問指導　　７．その他

　注２）　１．健保組合　　２．事業主が主体で保健事業の一部としても活用　　３．健保組合と事業主との共同事業

疾

病

予

防
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